
１．はじめに

「和を以て尊しとなす」日本人は訴訟を好まないといわれてきたが，少なくとも特許

訴訟に関しては，状況は大きく変わってきた。我が国は知財立国を目指し，特許をは

じめとする知的財産権の保護強化を進めてきているが，こうした流れを受けて，大企

業の特許戦略はますます攻撃的なものとなり，特許訴訟数は急増をみている１）。「特許

は戦争」にたとえられ２），その攻防の最前線となる知財部門に100人を超えるスタッフ

を抱える企業も多い。これらスタッフは，調査，出願，契約など担当別に配置され，

日夜，自社特許の侵害発見と防衛に力を注いでいる。

しかし，権利の行使には多大なコストが必要となる。立証，訴訟費用，時間など，

どれをとっても中小・ベンチャー企業にとっては大きな負担であり，侵害されても十

分な権利行使ができない。とりわけ大企業と中小・ベンチャー企業との間の特許紛争

では，事態は深刻である。その「力」の差は歴然としており，大企業との特許紛争は，

まさに「機関銃と竹槍」３）の戦いである。

特許制度は，十分な権利行使が確保されて初めて，有効に機能する。中小・ベン

チャー企業がエンフォースメントの側面で背負うハンディ・キャップは，プロパテン

ト政策により，さらに深刻なものとはならないだろうか。

米国は80年代にプロパテント政策に転換したが，その副作用のひとつとして，訴訟

リスクの高まりが指摘されている。特許訴訟は増加の一途であり，増大する訴訟コス

トが産業のイノベーションに悪影響を与えているのではないかという懸念である。

そこで，本稿では，米国プロパテント政策が特許のエンフォースメントという側面

において，中小・ベンチャー企業にいかなる影響を及ぼしたかについて整理・検討し，

今後の我が国における中小・ベンチャー企業の特許制度活用のための支援策を検討す
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るための手がかりを得たいと思う。

２．中小・ベンチャー企業と知的財産権

（１）専有可能性と特許制度

特許制度とは，公共財的な性質を持つ技術知識について，一定期間，自らの開発し

た技術知識を独占的に利用する権利を法的に与えることで，その技術知識が生み出す

便益を発明者に確保させ，技術開発のインセンティブを与えようとするものである。

言い換えれば，技術知識に係わる専有可能性（appropriability）の問題に対処する一

手段であるといえる。

しかし，特許のみが専有可能性を確保する手段ではない。企業は，さまざまな手段

を組み合わせて専有可能性を確保している。Levin et al（1987）とCohen et al（2000）

は，大規模な質問票調査により，特許をはじめとする専有可能性確保のためのさまざ

まな手段の有効性を明らかにしようとする試みであり，調査の拠点となった大学の名

前をとって，それぞれイェール・サーベイ（Yale Survey），カーネギー・メロン・サー

ベイ（Carnegie Mellon Survey, CMS）と呼ばれている。ＣＭＳでは，専有可能性を

確保する手段として，特許，秘匿，リード・タイムの優位性，優れた補完的資産（販

売・サービス網と生産設備）の利用をあげている。これらの有効性は産業ごとに大き

く異なるものの，特許の有効性は医薬品などの一部の産業をのぞいて，他の手段と比

較して低いという結果になっている。ＣＭＳにおいては，プロダクト・イノベーション，

プロセス・イノベーションの双方について，多くの産業で特許は秘匿，リード・タイ

ム，補完的資産（販売・サービスおよび生産設備）よりも有効性が低いとみなされて

いる。

多くの産業において，特許は専有可能性を確保する一手段にすぎないわけであるが，

中小・ベンチャー企業にとっての特許の有効性はどのように考えられるであろうか。

大企業では，新しい技術が生み出された場合，それを事業化する能力，すなわち，特

許発明を製品化するための開発の資源（資金，研究開発要員，研究開発施設など），

ブランド名を利用したマーケティングや販売網の確保など，中小企業に比較して高い

能力を持っており，開発からマーケティングに至るまでの一連の企業戦略の中で，そ

の成果からの利益を確保することができる。

一方，中小・ベンチャー企業は，有望な発明が行われたとしても，それを製品化す

るための開発能力や資金が不足していたり，生産や販売のための補完的資産が不十分

であったりする場合も多い。その場合，開発活動のための資金を調達したり，その技

術を他社にライセンシングしたりすることになるが，その際，特許は重要な役割を果
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たすことが期待される。とりわけ技術が唯一・最大の資産となっている研究開発集約

型の中小・ベンチャー企業にとっては，自らの技術知識に対する財産権を保証し，ベ

ンチャーキャピタルの獲得の際にも有用な特許は，それら企業にとってのいわば命綱

である４）。

（２）中小企業にとっての障壁

以上のように，独自技術をベースに発展を図っていこうとする中小企業５）や研究開

発型のベンチャー企業にとって，知的財産は重要な経営資源であり，特許制度はこれ

ら企業の発展に大きな役割を果たしうるものと考えることができる。

しかし，その一方で，実際には，中小・ベンチャー企業が大企業ほど特許制度を活

用していなかったり，その有効性をより低く考えていたりしていることがしばしば指

摘されている。例えば，前述のＣＭＳでは，企業規模が大きいほど，特許の有効性を

より高く判断するという，有意な関係を見いだしている６）。さらに，ＣＭＳが行われ

る11年前の1983年に行われた，大企業を対象とするイェール・サーベイと比較すると７），

その11年の間に大企業における特許の重要性は高まっていることが確認されている。

このことは80年代から90年代にかけてのプロパテント政策の展開や特許出願数の急増

という事実と整合的な結果であると考えられる。中小企業についてはイェール・サー

ベイの対象となっていないため，その変化についてはわからないものの，大企業にとっ

ての特許の有効性は高まってきている一方，中小企業にとっての特許の重要性は，依

然として低いままであるといえそうである。

他方，中小企業における特許制度（あるいは知的財産権制度）の利用実態を明らか

にしようとする研究として，米国についてはKoen（1992），ヨーロッパ諸国について

は，EPO（1994）やDerwent（2000）などがあるが８），いずれも大企業と比較して，中

小企業（あるいは小企業）は，特許制度を十分に活用していない，という結果を示し

ている９）。

では，なぜ中小企業は特許の有効性を低く見積もり，活発に利用しないのか。中小

企業にとって，特許制度の利用に何らかの障壁が存在するのであろうか。

そのひとつとしてしばしば指摘されるのが，特許の取得および維持にかかる費用の

大きさである。これらの費用には，出願料，審査請求料，特許料といった公的な費用

に加えて，弁理士費用や海外出願の際の翻訳費用などが含まれるであろう 10）。実際，

わが国の中小企業を対象とする調査では（関西新技術研究所，2001），特許出願を行

っている中小企業が特許出願の際に感じた問題点として，「出願費用の高さ」とする回

答が最も多かった。こうした出願コストの問題については，多くの国で従来から認識

されているものであり，中小企業に対してこれら料金の軽減措置を行っている特許庁

も多い。例えば，わが国でも，資力に乏しい企業に対しては審査請求料が半額減免と

― 117 ―

中小・ベンチャー企業における特許のエンフォースメント



され，特許料についても１～３年分が半額減免となっている。研究開発型中小企業に

対しても，同様の軽減措置が行われている 11）。しかしながら，こうした特許料等の減

免措置が中小企業の特許の出願増に必ずしもつながっていないという指摘もある 12）。

（３）エンフォースメントのコスト

特許は，取得することで自動的に侵害から保護されることが保証されるわけではな

い。侵害を防ぐためには，侵害を常に監視し，侵害を発見した場合には，権利の行使

を行わなくてはならない。警告を発し，それでも侵害が止まらなければ，提訴するこ

とになるが，訴訟の結果は不確定的である。

こうしたエンフォースメントには多大なコストが必要となり，また，その結果は事

前に予測不可能なものである。このことが，中小・ベンチャー企業にとっての特許制

度利用に対する大きな障壁となっている可能性がある。中小・ベンチャー企業では，

人的・資金的な制約が大きいため，エンフォースメントのためのコストの負担感があ

まりに大きく，権利を有効に行使することを難しいものにしている。とりわけ，優秀

な知財部員を揃え，豊富な資金力を持つ大企業と中小・ベンチャー企業との間の特許

紛争においては，中小企業の立場は弱いものとならざるを得ない。大企業による侵害

を発見したとしても，費用や時間の多大な負担を恐れて，不利な条件で妥協せざるを

得なかったり，いざ訴訟に踏み切ったとしても，逆に不侵害確認訴訟や無効裁判を提

起され，更なる負担を強いられたりするかもしれない。複雑な取引関係や系列関係の

中で不利な扱いを受けることなどを恐れて泣き寝入りせざるを得ないことも多いとい

う 13）。

Koen（1992）によるサーベイでは，米国の小企業の特許は大企業のそれと比較して

より頻繁に侵害を受ける一方で，実際に侵害を訴えた小企業は大企業と比較してかな

り少なかったとしている（過去5年間に侵害を訴えたことのある企業は，大企業の

61％に対して小企業では 26％にすぎなかった）。ヨーロッパ企業を対象とする

Kingston（2000）のサーベイにおいても，サンプルとなっている小企業の２／３が自社

のもつ特許の侵害を経験している一方で，実際に訴訟を行った企業は２割程度であっ

たとしている。

このように，取得・維持のコストというよりもむしろ，エンフォースメントのコス

トの大きさ，あるいは訴訟の脅威が中小・ベンチャー企業の大きな負担となっており，

たとえ侵害を発見したとしても，自らの権利を十分に行使できない状況がある。この

ことが中小企業の特許制度の過小利用の原因のひとつとなっていると考えてよいであ

ろう。さらに，こうした状況が中小企業の研究開発投資を阻害し，歪めている可能性

がある。前述のKingston（2000）のサーベイでは，49％の小企業は特許侵害訴訟のコ

ストに対する不安が研究開発投資に「大きな」14）影響を与えていると答えている。
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さらに，こうした訴訟の脅威の存在やエンフォースメント能力における大企業と中

小企業との間の非対称性は，中小企業の所有する有効な特許を大企業が「故意に」侵

害することも可能にしている。こうした事態がどの程度行われているのかを把握する

ことは難しいが，その事例的証拠は多い 15）。

３．米国プロパテント政策

（１）米国プロパテント政策の展開

米国では，1980年代に入ってから，それまでのアンチパテント（anti-patent）政策

からプロパテント（pro-patent）政策に大きく転換したといわれている。プロパテン

ト政策とは，特許に代表される知的財産権を重視し，その保護を強化しようとする政

策である。では，強い，弱いという，特許の保護の程度はどのようにして決まるのか。

保護の程度を規定する要因はさまざまであり，また，それらの要因は相互に影響を与

えるが，次の４つが重要であろう。

第一に，特許可能性（patentability）であり，特許保護の対象をどの程度まで認め，

また，新規性，進歩性，産業上の利用可能性（日本の場合）といった特許要件の判断

基準をどのくらい厳しく適用するかである。第二は，特許保護の技術的範囲であり，

クレーム（claim）がどの程度広く認められ，侵害から保護されるかである。第三は，

特許期間である。第四は権利行使の強さであり，権利行使（enforcement）の容易さ

や程度である。これらは，特許庁の審査方針やガイドライン，審判手続き，司法判断，

競争政策などに依存するであろう。

実際には，特許の強さは，これらの多面的な要因が複雑に関係し合いながら決まっ

てくる。以下では，上の4つの側面において，どのような権利強化の政策が行われて

きたのかについて，簡単にまとめておこう。

第一の特許可能性については，1981年のチャクラバーティー事件最高裁判決 16）にお

いて，生物でも特許で保護されうるとし，微生物の特許が認められた。その後，1988

年には遺伝子組み替えマウスに，また，遺伝子や遺伝子断片などにも特許が認められ

るようになっている。他方，1981年にはソフトウエアの特許適格性を是認する判決も

下され 17），さらに，ビジネス方法特許が認められるなど 18），特許対象は大きく拡大し

てきた。一方，新規性や非自明性といった特許要件の判断基準は緩和された。村上

（2000，p.25）は，後述するＣＡＦＣの設立後，この連邦巡回区控訴裁判所は非自明性

の判断基準を急速にゆるめたことを指摘している。

第二の特許の保護範囲の拡大であるが，これは主に，均等論（doctorine of equiva-

lents）の適用拡大とこの均等論の均等の幅をより広く認めることによりもたらされた

とされる。均等論とは，「実質的に同一の方式によって，実質的に同一の機能をもって，
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実質的に同一の結果を生ずる場合には，両者は均等である」とするクレーム解釈の理

論である 19）。

特許期間については，ＴＲＩＰｓ協定の成立により，1995年にそれまでの「特許発行

から17年」から，「出願から20年」に改められた。ただし，これは必ずしも特許期間

の延長とはいえない。特許審査に必要な期間は平均３年以上だからである 20）。他方，

1984年の特許期間回復法により，医薬品や食品添加物について特許期間が最大5年間

延長できるようになった。

エンフォースメントに関しては，連邦巡回区控訴裁判所（CAFC, Court of Appeals

of the Federal Circuit）の設立が重要である（この出来事は上述の特許要件の緩和な

どとも関連する）。米国には94カ所の管轄区があり，それぞれは12の巡回区に属して

いる。それぞれの巡回区ごとに控訴裁判所が設けられているが，それぞれの裁判所が

異なる仕方で特許法適用を行っていたため 21），各裁判所の判決には大きなばらつきが

あった。例えば，1953年から 1980年までの 12の巡回区控訴裁判所における特許侵害

認定比率は27％であったが，最も低い裁判所で8.6％，最高は36％と大きな差異が生

じていた 22）。一貫した形で特許法の適用を行い，特許分野における司法判断の統一を

促進するとともに，特許事件の判断を迅速化することを主目的としてＣＡＦＣが設立

され，特許事件控訴審についての専属管轄権を与えられることになった。

このＣＡＦＣは特許権者に有利な判決を展開し，特許権を強く保護するというプロ

パテント政策に大きな役割を果たしたことが知られている 23）。Jaffe（2000,  p.533）に

よれば，1980年以前には，特許が有効であり，かつ侵害が成立するとする地裁判決の

62％が控訴審でも支持されていたが，1982年から90年においては，その割合は90％

にまで上昇したという。また，地裁において特許非侵害あるいは特許無効の判決のう

ち，80年以前にはその12％のみが控訴審において覆されたのに対し，82年から90年

の間には，その割合は28％にまで上昇している。こうして，権利者の勝訴率が上昇し

たが，さらに，損害賠償額も高騰している。有名なポラロイド対コダックの訴訟では

約９億ドルの損害賠償が命じられた。

一方で，反トラスト法のライセンス規制緩和が行われた。70年代までのアンチパテ

ントの時代にあっては，特許による独占力の行使には厳格な規制が課せられており，

実施許諾契約における９種類の制限は，自動的に当然違法と見なされた（これは「ナ

イン・ノー・ノーズ」（“nine no no’s”）と呼ばれている）。80年代に入ると，こうした

制限は，合理の原則（Rule of Reason）の下で柔軟に判断されることになった。

（２）プロパテント政策の帰結

こうした米国のプロパテント政策は，米国産業のイノベーションにどのような影響

をもたらしたであろうか。しばしば，強い特許がイノベーションを促進すること，あ
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るいは，米国のプロパテント政策が研究開発活動を活発化し，米国の産業競争力を高

めたことなどが指摘される。しかし，経済理論的にも，実証的にも，この点について

は明らかではない。

ところで，米国の特許出願数は，1980年代半ば以降，急速に増加している。1960年

代末から1983年まではほぼ10万件前後で安定していたが，その後騰勢を強め，90年

には 164,588件，95年には 212,377件，そして 2000年には 295,926件となっている。

Kortum（1999）は，こうした特許出願の急増の原因について，企業による研究開発マ

ネジメントの変化，とりわけ研究開発における応用面へのシフトが特許可能な技術の

生産を拡大させたのではないかと推論している。

米国のプロパテント政策とイノベーションとの関係について検討するものとして，

Jaffe（2000），Shapiro（2000），Gallini（2002）などがあるが，いずれも特許の保護強化

がイノベーションを促進するという考え方には懐疑的であり，むしろ，イノベーショ

ンを阻害する可能性を指摘するものとなっている。

理論的に考えてみても，特許の保護強化がイノベーションを促進するかについては

不明確である。簡単に言えば，特許権の強化は自社の特許を強化するだけでなく，競

合企業の特許をも強化することになるためである 24）。イノベーションが累積的なケー

スを想定すると，いっそう複雑である。先行する発明と後続の発明，あるいは基礎技

術の発明とそれに続く改良・応用的な発明の両方について，同時にインセンティブを

高めることは本来的に不可能である 25）。Merges and Nelson（1990）は，研究開発の

多様性，イノベーション競争の活発化の必要性から，研究開発競争促進のためには狭

い特許が望ましいとしている 26）。

Shapiro（2000）は，バイオテクノロジー，半導体，コンピュータソフトウエアとい

った分野で，数多くの特許権が重なり合うようにして存在し，新技術を製品化しよう

とする場合にこれらの多くの特許権者からライセンスを受けなければならないため

（こうした状態を ”patent thicket” と呼んでいる），取引費用が増大し，さらに，それ

ら製品をいざ発売しようとする段階になった後に発行された特許を侵害してしまう危

険（hold-up問題と呼ばれる）があることを指摘している。

この patent thicketと類似の問題意識を示しているのが，Heller and Eisenberg

（1998）のいう「アンチ・コモンズの悲劇」（tragedy of anti-commons）である。彼ら

は生物医学（biomedical）分野についてみているが，基本的な技術に特許が付与され

独占されたり，多くの類似の技術に特許が付与されたりして権利関係が錯綜してくる

と，後続の技術開発や川下の技術開発に対する大きな障害となり，また，技術の取引

コスト，管理コストが大きくなって，結局，研究開発が阻害される危険があるとし，

プロパテント政策に警鐘をならした。

以上のような代表的な研究成果をはじめとして，米国のプロパテント政策を検証し
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た経済学の研究では，一部の例外を指摘できるものの，プロパテント政策が幅広い産

業でイノベーションを促進した（あるいはイノベーションに対する強いインセンティ

ブを与えた）わけではないという結論が一般的なものである。

その一方，米国のプロパテント政策は，企業の特許に対する考え方を大きく変化さ

せ，企業戦略における特許の地位を高めることになった。特許戦略の失敗が莫大な損

失を生みかねないことを世に知らしめたのが，インスタントカメラの技術をめぐるポ

ラロイド対コダックの特許訴訟事件である。この事件では，15年にわたる裁判の結果，

9億2500万ドルの損害賠償が認められた（1990年）27）。また，エレクトロニクスや半導

体などの分野では，前述の “patent  thicket” の中で，訴訟を回避し，設計や製品化の

自由を確保するため，パテント・ポートフォリオ競争を激化させ，防衛的な特許出願

を急増させた。さらに，特許を重要な収益源と見なし，積極的なライセンシング政策

により大きな特許ライセンス収入をあげる企業が増加している。例えば，ＩＢＭの特

許ライセンス収入は，1990年の3,000万ドルから99年には10億ドル近くにまで急増し

ている 28）。

４．米国におけるプロパテント政策と訴訟コスト

（１）訴訟の急増

プロパテント政策は権利者の権利を強化し，特許の戦略的な利用を活発化させたが，

これらは80年代以降の特許訴訟急増の重要な背景となっている。こうした背景の下で，

特許訴訟数は急増し，企業の特許エンフォースメントのコストを大きく高めた。これ

はプロパテント政策の負の一側面であり，企業の研究開発活動に悪影響を及ぼしてい

るとの指摘もある。

米国では，プロパテント政策に転換した1980年代以降，特許訴訟は大きく増加して

いる。Lanjouw and Schankerman（2001b，p.1）によれば，1978年から1999年の間

に，特許訴訟の提訴数は約10倍になったという。図表１は，1988年度（10月１日か

ら９月30日）から 2004年度までの連邦地裁における特許事件の提訴数の推移を示し

たものである。特許事件の提訴数は一貫して上昇しており，連邦地裁に提訴された全

事件に占める特許事件の割合も，1988年の 0.5％から 2004年には 1.2％にまで拡大し

ている。
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図表１　連邦地裁への特許事件提訴数の推移

図表２　訴訟費用総額
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（資料）Administrative Office of the U. S. Courts, Judicial Facts and Figures, 2003,
Table2.2および Federal Judicial Caseload Statistics, 2004, TableC-2A, より作成

― 123 ―

中小・ベンチャー企業における特許のエンフォースメント

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

199
400

995

1491

2225

3000

5000

500

100万ドル未満� 100～1000万ドル� 1000万～1億ドル� 1億ドル超�

（1000ドル）�

訴　額�

訴訟の終了まで�

ディスカバリの終了まで�

（出所）ヒース他編（2003）p.172



この期間には，特許出願数あるいは特許発行数も急増しているので，提訴率（発行

特許数あたりの訴訟数）は上昇していないということもできる。Lanjouw and

Schankerman（2001）によれば，1978年から 1999年までの 20年間における特許1000

件あたりの訴訟数は，おおよそ19.0件程度で安定的に推移してきたという 29）。しかし，

研究開発費当たりの特許数（特許性向）も上昇しており，企業の保有する特許数が増

大する一方で訴訟率が変わっていないということであれば，企業にとっての訴訟コス

トの負担感は増大していると考えられよう。さらに，訴訟一件当たりのコストも大き

く増大している。ＡＩＰＬＡ（2001, 2003）の調査データによれば，訴額が100万ドル未

満の特許侵害訴訟における各当事者の総訴訟金額の中間値は，1997年の 301,000ドル

から2001年には499,000ドル，2003年には500,000ドルへと上昇している。図表２は，

各訴額ごとの，ディスカバリ終了時までと訴訟の終了時までの訴訟費用の総額を見た

ものであるが，例えば，100万ドルから 1,000万ドルの損害賠償請求を行うためには

100万ドル近い費用がかかることが示されている。

訴訟コストの増大は，知財弁護士数の推移からも知ることができる。プロパテント

政策は弁護士の特許訴訟分野への進出を促し，図表３に見られるように，研究開発支

出当たりの知財弁護士数は，1980年代後半以降，急速に増加していることがわかる。

図表３　研究開発費当たりの知財弁護士数
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米国全体での訴訟費用総額については，Lerner（1995）による推計がある。それに

よると，米国特許商標庁（ＵＳＰＴＯ）および連邦地裁において 1991年に開始された

特許訴訟の費用総額は約10億ドルにのぼるという。同年における米国企業の基礎研究

支出額が37億ドルであったことと比較しても，かなり大きな金額であったと言えるで

あろう。

実際に訴訟が開始された場合，こうした直接的な訴訟費用だけでなく，間接的な費

用も莫大なものとなる。例えば，当事者間で行われるディスカバリ（情報開示手続き）

は１年から２年かかり，資料提出の準備やデポジション（deposition，証言録取）な

ど，機会費用はかなり大きいものとなろう。

（２）中小・ベンチャー企業と訴訟コスト

以上のような訴訟コストの上昇と訴訟リスクの高まりは，中小・ベンチャー企業に

いかなる影響を与えているのであろうか。企業は，できる限り訴訟を回避するために

さまざまな対応策をとってきた。例えば，典型的には半導体やエレクトロニクスのよ

うな産業であるが，一つの製品に多数の特許が錯綜するように存在する場合，他社の

特許に抵触せずに製品の開発や製品化を行うことは難しい。そこで，これら産業では，

古くからクロス・ライセンシングという形でそれぞれの技術をライセンスし合い，開

発や製品化の自由を確保してきた 30）。質・量ともに充実したパテント・ポートフォリ

オを構築することにより，他社の特許を侵害する危険が発生したり，侵害を訴えられ

たりした際に，より有利な条件で交渉し，クロス・ライセンシングなどを行うことが

できる。パテント・ポートフォリオの構築は，自発的な訴訟回避手段として有効に機

能し，活用されてきた。例えば，Hall and Zeidonis（2001）は米国の半導体産業につ

いて見ているが，80年代後半以降の半導体分野での特許出願数の急増の背後には，ク

ロス・ライセンシングなどにおいて強い交渉ポジションを確保するための「パテン

ト・ポートフォリオ競争」（patent portfolio race）があったことを指摘している。

こうしたパテント・ポートフォリオの構築は，訴訟リスクの回避に有効に機能する

ものと考えられるが，その一方で，相対的に小規模なパテント・ポートフォリオしか持

ち得ない中小・ベンチャー企業にとっては，充実したパテント・ポートフォリオをもつ

大企業と比較して，訴訟に巻き込まれる確率が高くなる可能性があろう。このことに

ついて，Lanjouw and Schankerman（2001a）および Lanjouw and Schankerman

（2003）は，1978年から 1999年の期間における米国連邦裁判所によって報告された全

ての特許訴訟のサンプルを用いて，特許侵害訴訟および確認訴訟（declatory judge-

ment）の決定因について調べているが，その中で，パテント・ポートフォリオの規模

が大きいほど，訴訟確率（特許存続期間に中に最低一回の訴訟に巻き込まれる確率）
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は大きく下がることを見いだしている。さらに，彼らは大企業と小企業に分けてみて

いるが（図表４），とりわけ非上場の小企業では，ポートフォリオの規模が小さい場合

に訴訟確率がかなり大きく，ポートフォリオの規模が大きくなるほど，訴訟確率は大

きく低下することを示している。

このように，パテント・ポートフォリオの構築が訴訟のリスクを軽減する有効な手

段となっており，大きなポートフォリオをもつ大企業ほど，特許紛争が発生した際，

あるいは発生する前に，クロス・ライセンシングなどの交渉を行い，より容易に，素

早く紛争を解決できる可能性が高い。一方，こうしたポートフォリオを構築できない

中小企業は，大きな訴訟リスクにさらされることになる。

図表４　訴訟確率

中小・ベンチャー企業が高い訴訟コストを回避する一つの方法は，できるだけ訴訟

に巻き込まれにくい技術分野へ研究開発をシフトさせることである。つまり，研究開

発の対象をできるだけ特許密度の低い分野にふり向け，とりわけ訴訟において「比較

優位」をもつ企業が行っている研究開発分野を避ける傾向が見られるのではないか，

ということである。このことについて，Lerner（1995）は，49のアメリカの新しいバ

イオテクノロジーの企業の特許行動について調べているが，最も高い訴訟費用 31）を持

つ企業は，他の競合企業が特許を持たない特許分類のサブクラスに２倍特許をしてい

ることを見いだした。彼はまた，高い訴訟コストを持つ企業はより低い訴訟コストを

持つ企業が存在する分野に出願することを避ける傾向にあることも見いだしており，

既存の大企業があまり行っていない分野に研究開発を振り向け，特許出願を行う傾向

にあることを示している。

これらの研究は，プロパテント政策が訴訟のリスクを高め，相対的に高い訴訟コス

トを持つ中小企業では，大企業と比較して特許制度が有効に機能していない可能性を
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ポートフォリオ 訴訟確率 大企業 小企業 小企業
（上場） （上場） （非上場）

0- 10 1.71 0.55 1.09 2.63

11-100 1.20 1.16 1.78 2.00

101-200 0.52 0.70 0.77 0.67

201-300 0.43 0.49 0.82 0.84

301-600 0.39 0.54 0.70 0.56

601-900 0.34 0.62 0.44 0.34

>900 0.26 0.39 nc 0.37

（出所）Lanjouw and Schankerman(2003) Table6 より作成。



示唆するものである。そうであれば，中小企業の研究開発活動を阻害し，あるいは歪

めている可能性がある。

（３）大企業による略奪的訴訟

大企業がその優越的な地位を利用して，より小規模な企業に対して略奪的な訴訟戦

略を行っていることを示唆するものとして，Lanjouw and Lerner（2001）および

Lanjouw and Lerner（1996）がある。彼らは，特許訴訟における企業の差し止め仮処

分（Preliminary Injunction）32）の利用について研究しているが，差し止め仮処分が認

められると，被告はトライアル（公判）の期間中，その特許を利用すること，すなわ

ち，当該特許を利用した製品の製造・販売ができなくなる。とりわけ資金面での制約

が大きい小企業にとっては，大きな訴訟コストの脅威と，差し止め仮処分によるビジ

ネスの中断はあまりに大きな負担であり，被告（小企業）は不利な条件で和解せざる

を得ない可能性があるということである。

Lanjouwらの実証研究の結果では，差し止め仮処分を実際に申し立てた原告は，申

し立てを行っていない原告と比較して，企業規模（販売額や従業員数）がおおよそ2

倍となっており，原告の規模が大きいほど差し止め仮処分が申し立てられる確率が高

まる関係があることを見いだしている。さらに，原告と被告との間の規模の差も重要

となっており，金銭的に強い大企業が，中小企業に対し略奪的な行為をとることも可

能になっているとしている。

５．おわりに

以上見てきたように，訴訟リスクの高まりや訴訟コストの増大などは，米国のプロ

パテント政策がもたらしたマイナスの側面である。もちろん，プラスの側面も大きく，

本稿は特許保護重視の重要性を否定するものではない。中小・ベンチャー企業にもた

らしたメリットとして，研究開発の垂直分業の促進，技術取引の活発化，新規企業の

資金調達の容易化や参入促進などの効果などが指摘できるであろう。しかしながら，

エンフォースメント・コストの増大を単に不可避な「税」のような存在として片づけ

るには，問題が大きいように思われる。

こうした米国の経験は，我が国のプロパテント政策や中小・ベンチャー企業支援の

ための政策を考える上で重要な示唆を与えてくれる。少し前までの日本の特許制度は，

損害賠償額の低さなど，エンフォースメントの側面での弱さを特徴とするものであり，

「侵害し得」という状況を生んでいた。こうした状況は，裁判の遅延の問題などと合わ

せて，とりわけ技術を基盤とする中小・ベンチャー企業には酷な状況であった。しか

― 127 ―

中小・ベンチャー企業における特許のエンフォースメント



し，この状況は大きく変わった。1998年には医薬品の特許侵害訴訟において30億円，

2002年には遊技機の特許に関する侵害訴訟において 84億円の損害賠償を命じる地裁

判決が出されるなど，特許侵害訴訟における損害賠償額は高額化の傾向にあり，また，

裁判の迅速化も進められてきた。こうしたエンフォースメントの強化は，特許審査の

迅速化などとあわせて，特許制度が有効に機能していくためには必要なことである。

その一方，中小・ベンチャー企業が自らの権利を侵害から有効に保護することがで

きるかという点で，とりわけ大企業との紛争において大きなハンデを背負っている。

この問題は古くから存在するが，プロパテント政策の進展による訴訟の急増と訴訟費

用の高騰化という流れの中で，深刻化する可能性がある。本稿で見てきたように，米

国ではプロパテント政策の弊害として訴訟の問題がクローズ・アップされてきており，

米国のイノベーションに悪影響を及ぼしていることが指摘されている。

実際に訴訟に至るケースは非常に限定的であるものの，実際に訴訟に至った場合に

想定される負担の大きさが大企業との間の交渉に大きな影響を与え，また，そうした

状況を大企業が悪用できる環境を生み出しているのも事実である。訴訟の脅威から，

自らの権利を十分に行使できなかったり，逆に，侵害を訴えられた場合に，非侵害を

確信していても，不利な条件で和解してしまうなどの状況である。したがって，中

小・ベンチャー企業の特許権が侵害から有効に保護される状況を確保するためには，

中小・ベンチャー企業の特許のエンフォースメントに対して，何らかの支援のメカニ

ズム，制度面での改革や支援策が必要であると思われる。

例えば，訴訟費用の負担感の軽減という点では，特許訴訟保険が考えられる。日本

には現在のところ存在しないが，米国やヨーロッパ諸国（英国，スウェーデン，フラ

ンスなど）には存在する（図表５を参照）。多くの困難があるため，現在のところそれ

ほど活用されていない状況ではあるが，今後，その可能性について検討する必要があろ

う33）。こうした保険は，単に訴訟費用のリスク軽減だけでなく，紛争時における中

小・ベンチャー企業の交渉力を高める効果を有する点が大きなメリットとして指摘で

きるであろう。

次に，紛争解決手段として非効率になっている訴訟（裁判）の改革が必要であろう。

スピードの問題などはかなり改善されてきているが，さらに，立証責任の負担軽減な

ど，訴訟時の大企業と中小企業との間の格差をふまえた負担軽減のための制度などの

導入が必要であろう。また，裁判外の紛争解決機関（ＡＤＲ）として日本知的財産仲

裁センターがあるが，訴訟以外の紛争解決手段として，仲裁（arbitration）などの活

用の可能性など，時間と費用の負担の大きい裁判に代替する，効率的な紛争解決手段

について検討する必要があるかもしれない。

また，大企業と中小企業との間の問題に関して，大企業の優越的地位の濫用の問題

として競争政策（独禁政策）の側面からの検討も必要である。
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最後に，特許の「質」の問題がある。とりわけ新しい分野における特許は，特許審

査上の問題もあり（Lerner, 2000），有効性の疑わしい特許が数多く成立しているが，

こうした特許は訴訟を誘発し，また，判決の予見可能性が低くなる。中小・ベンチャー

企業の活躍が本来期待されるはずの新規産業・技術分野において，訴訟リスクがそれ

ら分野での研究開発を抑制するとしたら，大きな損失である。特許審査における特許

の「質」の向上は重要な課題と考えられる。

図表5 各国の特許訴訟保険

注

１）“Japanese are discovering the art of patent litigation,”  International Herald Tribune,

2004.12.4

２）「攻めに転じた企業」『Yomiuri On Line』2003年2月14日

３） 政策研究院大学院大学シンポジウム『政・産・官・学の連携で知財政策と科学技術政策を考

える』（2003年12月18日）における三水株式会社元社長堺衛氏の講演「日本の特許訴訟の現

状」

４） ベンチャー企業にとっての特許の重要性を説くものとして，荒井寿光（1998）がある。

米国 スウェーデン 英国 フランス・カナダ

提　供　者

保 険 金 額 100,000～3,000,000ユーロ 235,000ユーロ 7,500～75,000ユーロ 1,000～10,000ユーロ

免　　　責 20％ なし なし 20％

年間保険料 1,000～10,000ユーロ 150ユーロ 7,500～75,000ユーロ 1,000～10,000ユーロ

対 象 企 業 米国特許保有者 スウェーデンの EUの特許保有者 フランス・カナダ
発明協会加盟企業 の特許保有者

適　用　地 米　国 全世界 全世界 全世界

（出所）Danish Ministry of Trade and Industry (2001) Table1.1より作成
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IPISC, LMR,
IPRM, ANCO,
PGFM

SUF Abbey Legal
Protection, Crawley
Warren, FirstCity,
Homestead,
Litigation
Protection Limited,
Willis Corroon and
Octavian, Enpat,
BKRinsurance

Breese and Binks



５） 特許庁（2004）には，特許を活用している中小・ベンチャー企業のさまざまな事例が紹介さ

れている。

６） Cohen et al（2000）p.12

７） Cohen et al（2000）では，プロパテント政策の効果を確認するため，比較可能となるような

調整を行っている。

８） 日本については，中小企業庁の委託により関西新技術研究所が行ったアンケートおよびイン

タビューによる調査がある。関西新技術研究所（2001）および関西新技術研究所（2002）。

９） 例えば，ＥＰＯ（1994）は，特許についての認識度合いは企業規模にかかわらずそれほど大

きな差はない一方で，特許出願の割合は企業規模が大きいほど急速に高まるとしている。ま

た，中小企業が特許よりも秘匿の方をより重要なものと見なしているというファインディン

グは，多くの調査において共通している。

10） 特許庁（2004，p.36）によれば，一件の特許を取得するために弁理士に支払う手数料や報酬

と印紙代とでおおよそ50～100万円の費用がかかるという。

11） 特許法に基づき，資力に乏しい法人に対して，審査請求料を半額軽減，特許料１～３年分に

ついて３年猶予を与えている。また，産業技術力強化法により，研究開発型中小・ベンチャ

ー企業や大学等に対して，審査請求料野半額軽減と特許料１～３年分の半額軽減が行われて

いる。詳しくは，特許庁編『特許行政年次報告書2004年版』を参照のこと。

12） WIPO（2004）p.７など。ただし，中小企業自身がこうした減免措置を知らなかったり，手

続きが煩雑で使いにくいなどの制度上の問題もあろう。

13）「現場から2005 大企業との特許紛争」『毎日新聞』2005年２月28日付

14） “very big” と“significant” の合計

15）「現場から2005 大企業との特許紛争」『毎日新聞』2005年２月28日付

16） この判決は，太陽の下にある人工物はすべて特許適格性があると判示した。

17） 1981年，連邦裁判所はディーア事件（Diamond v. Diehr）において，コンピュータプログラ

ムを含む方法の特許性を肯定した。

18） State Street Bank and Trust Co. v. Signature Financial Group, Inc.

19） 村上（2000）p.28を参照。ただし，この「広い」特許については，近年修正が見られる。

20） コーエン（2002）p.120

21） ヒース他編（2003）p.165

22） 村上（2000）p.27の表２

23） 例えば，知的財産研究所（1995,  p.180）では，ＣＡＦＣの影響として，①侵害訴訟において

均等論が頻繁に適用されるようになり，特許保護範囲（クレーム解釈）が拡大すると同時に

不明確になったこと，②新規性・非自明性等の判断が緩和され，特許権の有効性支持率が上

昇し，無効化率が低下したこと，③特許権者のための差し止め仮処分認定の要件が緩和され，

認定率も増加したこと，そして④三倍賠償の認定が増えたことを指摘している。
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24） コーエン（2002）p.125

25） Scotchmer（1991）を参照のこと。

26） Merges and Nelson（1990）は，パイオニア的な発明に広い特許を与えたため，その後の改

良技術の開発が著しく阻害された例や，逆に，狭い特許が改良技術開発の競争を促進した例

など，歴史的な事例を多く紹介している。

27） Rivette and Kline（2000）によれば，この損害賠償額に加えて，15億ドルの新設工場の閉鎖，

700人のレイオフ，それまでに販売された1600万個のインスタントカメラの買い戻しなど，

推定30億ドルの損失となったという。

28） Rivette and Kline（2000）p. 56。これはIBMの税引き前利益の１／９を占める数字である。

29） 特許1,000件あたりの訴訟数は，1978年から84年が19.3，1985から90年が16.6，1991年から

95年は21.1件であったという。

30） 実際に米国の半導体・エレクトロニクス企業がどのようなライセンシングやクロス・ライセ

ンシング政策をとってきたかについては，Grindley and Teece（1997）に詳しい。

31） Lerner（1995）は訴訟費用の代理変数として，訴訟経験，払込資本金の２つを用いている。

詳しくは，Lerner（1995）p.475を参照。

32） 訴状の提出とともに，差し止め仮処分の申し立てができる。差し止めを認めるかについて，

裁判所は（１）申立てた当事者（通常は原告）の勝訴の可能性，（２）差し止めを認めない場

合，回復不可能な損害（irreparable harm）があるか，（３）当事者の不利益のバランス，

（４）公共的配慮という４つの基準を用いて判断する。木梨（2001）を参照。

33） デンマークの特許庁は，特許訴訟保険について積極的な検討を行っている。詳しくは，

Danish Ministry of Trade and Industry（2001）を参照。また，Lanjouw and Schanker-

man（2001）は，特許の属性（保有者や技術分野など）により訴訟確率が大きく異なること

を示しており，こうした研究の進展により，より合理的な保険料率の算定が可能となろう。
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